
３ 
 

令和２年第３回 

多治見市議会定例会 

議 案 説 明 資 料 
 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年５月 29 日 

 
 





i 

 

目 次 

 

議第63号 市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例を制定するについて

 ----------------------------------------------------------- １ 

議第64号 多治見市是正請求手続条例及び多治見市固定資産評価審査委員会条

例の一部を改正するについて --------------------------------- １ 

議第65号 多治見市共栄地区住民福祉事業基金条例の一部を改正するについて

 ----------------------------------------------------------- ２ 

議第66号 多治見市税条例の一部を改正するについて ------------------- ２ 

議第67号 多治見市税条例の一部を改正するについて ------------------- ３ 

議第68号 多治見市都市計画税条例の一部を改正するについて ----------- ４ 

議第69号 多治見市手数料条例の一部を改正するについて --------------- ４ 

議第70号 多治見市総合福祉センターの設置及び管理に関する条例等の一部を

改正するについて ------------------------------------------- ４ 

議第71号 多治見市介護保険条例の一部を改正するについて ------------- ５ 

議第72号 多治見市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正するについて５ 

議第73号 多治見市地方活力向上地域における固定資産税の課税免除に関する

条例の一部を改正するについて ------------------------------- ５ 

議第74号 令和２年度多治見市一般会計補正予算（第３号） 

 １ 令和２年度会計別補正予算表 ----------------------------------- ６ 

 ２ 令和２年度一般会計予算（補正第３号）の主要内容 --------------- ７ 

 ３ 令和２年度一般会計税等内訳一覧表 ----------------------------- 12 

 ４ 令和２年度一般会計予算（補正第３号）の主要内容（債務負担行為）14 

 ５ 財政判断指数の見込み ----------------------------------------- 15 

報第７号 令和元年度多治見市一般会計継続費繰越計算書の報告について 

報第８号 令和元年度多治見市一般会計繰越明許費繰越計算書の報告について 

報第９号 令和元年度多治見市一般会計事故繰越し繰越計算書の報告について 

報第10号 令和元年度多治見市介護保険事業特別会計継続費繰越計算書の報告

について 

報第11号 令和元年度多治見市水道事業会計継続費繰越計算書の報告について 

報第12号 令和元年度多治見市下水道事業会計予算繰越計算書の報告について 

 １ 令和元年度多治見市一般会計継続費繰越計算書 ------------------- 17 

 ２ 令和元年度多治見市一般会計繰越明許費繰越計算書 --------------- 18 

 ３ 令和元年度多治見市一般会計事故繰越し繰越計算書 --------------- 21 

４ 令和元年度多治見市介護保険事業特別会計継続費繰越計算書 ------- 22 

５ 令和元年度多治見市水道事業会計継続費繰越計算書 --------------- 23 

６ 令和元年度多治見市下水道事業会計予算繰越計算書 --------------- 24 



ii 

 

議第75号 多治見市農業委員会委員の任命について --------------------- 25 



 



1 

議第63号 市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例を制定するについて 

 １ 制定趣旨 

   地方自治法の一部改正（平成29年法律第54号）を踏まえ、市長等の多治見市に対する損

害賠償責任の一部免責に関し必要な事項を定めるものとする（第１条関係）。 

 ２ 内容 

   市長等の損害賠償責任について、その職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がない場

合、賠償の限度額を基準給与年額（※）に、次の区分ごとに定める数を乗じた金額とし、

それを超える部分について免責とする（第２条及び第３条関係）。 

(１) 市長 ６（給与６年分） 

(２) 副市長、教育長、教育委員会委員、選挙管理委員会委員、監査委員 ４（給与４年

分） 

(３) 公平委員会委員、農業委員会委員、固定資産評価審査委員会委員、消防長 ２（給

与２年分） 

(４) 職員 １（給与１年分） 

※基準給与年額：地方公共団体に損害を与える原因となった行為の日を含む会計年度内に

支給される給与 

 ３ 施行日 

   令和２年７月１日 

 

【政策の背景及び提案までの経緯（議会基本条例第13条第１号関係）】 

 地方自治法等の一部を改正する法律（平成29年法律第54号）により地方自治法の一部が

改正され、市長等の市に対する損害賠償責任について、その職務を行うにつき善意でかつ

重大な過失がないときは、条例において、賠償の限度額を定めて損害賠償責任の一部を免

責することができるとされた（令和２年４月１日施行）。 

これを踏まえ、条例を制定することとし、賠償の限度額について、地方自治法施行令に

定める参酌基準どおりの額とすることとした。 

なお条例を定めないうちは、市長等の市に対する損害賠償責任は、議会の議決により権

利が放棄されない限り、市長等が全額を負担することになる。 

【市民参加状況報告（市民参加条例第７条第３項、議会基本条例第13条第４号関係）】 

パブリック・コメント手続 

[案 件] 多治見市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例の制定について 

[実施期間] 令和２年４月10日から同年５月10日まで。 

[寄せられた意見と市の回答] 提出された意見なし。 

 

議第64号 多治見市是正請求手続条例及び多治見市固定資産評価審査委員会条例の一部を改正

するについて 

 １ 改正趣旨及び主な内容 

   行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律の一部改正（令和元年法律第16

号）に伴い、同法の題名改正、条ずれが生じた等のため、標記条例について所要の改正を

行う。 
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 ２ 施行日 

   公布の日 

 

議第65号 多治見市共栄地区住民福祉事業基金条例の一部を改正するについて 

 １ 改正趣旨及び内容 

   基金に係る土地の売払いに伴い、所要の改正を行う（第１条関係）。 

 ２ 施行日 

   公布の日 

 

議第66号 多治見市税条例の一部を改正するについて 

 １ 改正趣旨 

   地方税法の一部改正（令和２年法律第５号）に伴い、所要の改正を行う。 

 ２ 主な改正内容 

  (１) 多治見市税条例の一部改正（第１条） 

ア 市民税の非課税措置について、寡夫を対象から除き、ひとり親を対象に追加する

（第27条関係）。 

イ 市民税の所得控除について、ひとり親控除を追加する等所要の措置を行う（第36条

の３関係）。 

ウ 登記又は補充課税台帳に所有者として登記又は登録がされている個人が死亡してい

る場合における現所有者に、固定資産税の賦課徴収に必要な事項を申告させることが

できることとする（第84条の６関係）。 

エ たばこ税の課税標準について、軽量な葉巻たばこに係る紙巻たばこの本数への換算

方法について、令和２年10月１日から２段階で見直しをする（第104条関係）。 

オ 延滞金の割合等の特例等について、租税特別措置法の延滞金等の特例規定の改正に

伴う規定の整備を行う（附則第４条の２及び第４条の３関係）。 

カ 長期譲渡所得に係る個人の市民税の課税の特例について、低未利用土地等を譲渡し

た場合の長期譲渡所得に係る課税の特例を創設する（附則第16条及び第16条の２関係）。 

(２) 多治見市税条例の一部改正（第２条） 

ア 法人の市民税の申告納付について、通算法人について課税標準を法人税額とする

（個別帰属法人税額の廃止）ことに伴い規定を削除する（旧第55条第９項関係）。 

イ 法人の市民税の申告納付等について、法人税において通算法人ごとに申告等を行う

こととする（連結納税の廃止）ことに伴い規定を整理等する（第55条、第57条及び第

59条関係）。 

ウ たばこ税の課税標準について、軽量な葉巻たばこに係る紙巻たばこの本数への換算

方法について、２段階目（令和３年10月１日）の見直しを行う（第104条関係）。 

 ３ 施行日 

   (１)ウ 公布の日 

(１)エ 令和２年10月１日 

(１)ア・イ・オ 令和３年１月１日 

   (２)ウ 令和３年10月１日 
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(２)ア・イ 令和４年４月１日 

(１)カ 土地基本法等の一部を改正する法律附則第１項第１号に掲げる規定の施行の日

の属する年の翌年の１月１日 

 

【政策の背景及び提案までの経緯（議会基本条例第13条第１号関係）】 

 令和２年度税制改正に伴い、地方税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第５号）

が令和２年３月31日に公布され、一部の規定を除き令和２年４月１日から施行されること

となった。 

【市民参加状況報告（市民参加条例第７条第３項、議会基本条例第13条第４号関係）】 

パブリック・コメント手続 

[案 件] 所有者不明土地等に係る現所有者の申告に係る多治見市税条例の規定につ

いて 

[実施期間] 令和２年４月９日から同年５月11日まで。 

[寄せられた意見と市の回答] 提出された意見なし。 

 

議第67号 多治見市税条例の一部を改正するについて 

 １ 改正趣旨 

   地方税法の一部改正（令和２年法律第26号）に伴い、所要の改正を行う。 

 ２ 主な改正内容 

  (１) 多治見市税条例の一部改正（第１条） 

ア 生産性革命の実現に向けた中小企業の設備投資に係る固定資産税の課税標準の特例

措置について、その特例割合を「０」とする（附則第９条の２関係）。 

イ 軽自動車税の環境性能割の臨時的軽減の適用期限を６月（令和３年３月31日まで）

延長する（附則第14条の２関係）。 

ウ 新型コロナウイルス感染症等に係る徴収猶予の特例に係る手続等について、地方税

法において条例に委任している事項を定める（附則第22条関係）。 

(２) 多治見市税条例の一部改正（第２条） 

ア 一定の入場料金等払戻請求権の放棄のうち条例で定めるものを一定の期間内にした

場合には、個人の市民税の寄附金税額控除に関する規定を適用することとする（附則

第23条関係）。 

イ 個人の市民税の住宅借入金等特別税額控除について、一定の場合に、その適用期限

を令和16年度分の個人の市民税まで延長することとする（附則第24条関係）。 

 ３ 施行日 

   (１) 公布の日 

(２) 令和３年１月１日 

 

【政策の背景及び提案までの経緯（議会基本条例第13条第１号関係）】 

 新型コロナウイルス感染症緊急経済対策における税制上の措置として、地方税法等の一

部を改正する法律（令和２年法律第26号）が令和２年４月30日に公布され、一部の規定を
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除き公布の日から施行されることとなった。 

【市民参加状況報告（市民参加条例第７条第３項、議会基本条例第13条第４号関係）】 

パブリック・コメント手続 

[案 件] 新型コロナウイルス感染症緊急経済対策において、生産性革命の実現に向

けた中小事業者等の設備投資に係る固定資産税の課税標準の特例措置を多治

見市税条例に規定することについて 

[実施期間] 令和２年４月30日から同年５月15日まで。 

[寄せられた意見と市の回答] 提出された意見なし。 

 

議第68号 多治見市都市計画税条例の一部を改正するについて 

 １ 改正趣旨 

   地方税法の一部改正（令和２年法律第26号）に伴い、所要の改正を行う。 

 ２ 主な改正内容 

  (１) 多治見市都市計画税条例の一部改正（第１条） 

    地方税法において新型コロナウイルス感染症等に係る中小事業者等の家屋及び償却資

産に対する都市計画税の課税標準の特例が設けられたことに伴い、所要の改正を行う

（附則第15項関係）。 

(２) 多治見市都市計画税条例の一部改正（第２条） 

都市計画税の課税標準の特例の規定中、地方税法の一部改正に伴う条ずれについて改

正（附則第15項関係）。 

 ３ 施行日 

   (１) 公布の日 

(２) 令和３年１月１日 

 

議第69号 多治見市手数料条例の一部を改正するについて 

 １ 改正趣旨及び内容 

   行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の一部改正

（令和元年法律第16号）に伴い、個人番号の通知カードの再交付手数料を廃止する（別表

関係）。 

 ２ 施行日 

   公布の日 

 

議第70号 多治見市総合福祉センターの設置及び管理に関する条例等の一部を改正するについ

て 

 １ 改正趣旨及び内容 

   多治見市母子・父子福祉センター並びに多治見市在宅老人デイサービスセンター、多治

見市滝呂在宅老人デイサービスセンター及び多治見市南姫在宅老人デイサービスセンター

を廃止するため、次の条例の一部を改正する。 

  (１) 多治見市総合福祉センターの設置及び管理に関する条例の一部改正（第１条） 

  (２) 多治見市サンホーム滝呂の設置及び管理に関する条例の一部改正（第２条） 
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  (３) 多治見市ふれあいセンター姫の設置及び管理に関する条例の一部改正（第３条） 

 ２ 施行日 

   母子・父子福祉センターの廃止 令和３年４月１日 

   デイサービスセンターの廃止 公布の日 

 

議第71号 多治見市介護保険条例の一部を改正するについて 

 １ 改正趣旨 

   介護保険法施行令の一部改正（令和２年政令第98号）に伴い、所要の改正を行う。 

 ２ 主な改正内容 

   第１段階から第３段階までの介護保険料年額の軽減を次のとおりとする（第７条関係）。 

  軽減後（割合） 軽減前（割合） 

第１段階 21,420円（0.3） 26,770円（0.375） 

第２段階 35,700円（0.5） 41,050円（0.575） 

第３段階 49,980円（0.7） 51,760円（0.725） 

 ３ 施行日 

   公布の日（令和２年度の保険料から適用） 

 

議第72号 多治見市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正するについて 

 １ 改正趣旨 

   岐阜県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例の一部改正（令和２年広域

連合条例第４号）に伴い、所要の改正を行う。 

 ２ 改正内容 

   市において行う事務に、新型コロナウイルス感染症に感染した被保険者等に係る傷病手

当金の支給に係る申請書の提出の受付事務を追加する（附則第６条関係）。 

 ３ 施行日 

   公布の日 

 

議第73号 多治見市地方活力向上地域における固定資産税の課税免除に関する条例の一部を改

正するについて 

 １ 改正趣旨及び内容 

   地域再生法第17条の６の地方公共団体等を定める省令の一部改正（令和２年総務省令第

25号）に伴い、標記条例に基づく固定資産税の課税免除措置の適用期間を２年間延長する

（第２条関係）。 

 ２ 施行日 

   公布の日（令和２年４月１日から適用） 

 

議第74号 令和２年度多治見市一般会計補正予算（第３号） 
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２
年

度
の

み
の

補
助

で
、

補
助

上
限

額
は

１
万

円
※

　
対

象
者

数
2
8
4
人

と
想

定
（
対

象
者

の
車

両
保

有
率

等
を

基
に

県
が

試
算

）

2
,8

4
7

1
,4

2
0

1
,4

2
7

4
民

　
生

　
費

過
年

度
返

還
金

（
施

設
整

備
）

地
域

密
着

型
通

所
介

護
施

設
の

財
産

処
分

に
よ

る
ス

プ
リ
ン

ク
ラ

ー
設

置
国

庫
補

助
金

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加

※
　

国
庫

補
助

金
（
平

成
2
8
年

度
）
を

残
存

年
数

で
按

分
し

た
額

を
返

還
 　

　
3
,2

3
6
千

円
×

６
年

／
８
年

＝
2
,4

2
7
千

円

2
,4

2
7

2
,4

2
7

5
民

　
生

　
費

生
活

困
窮

者
自

立
支

援
事

業
費

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

の
影

響
に

よ
る

生
活

困
窮

者
向

け
の

自
立

支
援

特
別

給
付

金
支

給
に

伴
う
扶

助
費

の
追

加

※
　

1
0
万

円
／

人
を

給
付

　
 1

0
0
人

を
想

定

1
0
,0

0
0

1
0
,0

0
0

6
民

　
生

　
費

保
育

所
管

理
費

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

対
策

と
し

て
の

公
立

保
育

所
の

健
康

診
断

実
施

に
係

る
消

耗
品

（
プ

ラ
ス

チ
ッ

ク
手

袋
、

デ
ィ

ス
ポ

歯
鏡

等
）
購

入
に

伴
う
需

用
費

の
増

額
1
2
5

1
2
5

番
号

補
正

額
財

　
　

　
源

　
　

　
内

　
　

　
訳

令
　

和
　

２
　

年
　

度
　

一
　

般
　

会
　

計
　

予
　

算
　

（
　

補
　

正
　

第
　

３
　

号
　

）
　

の
　

主
　

要
　

内
　

容

（
 単

位
：
千

円
 ）

款
事

業
名

事
　

　
　

業
　

　
　

内
　

　
　

容



8 

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

7
衛

　
生

　
費

母
子

保
健

事
業

推
進

費

①
　

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

の
影

響
に

よ
り

延
期

と
な

っ
て

い
る

乳
幼

児
集

団
健

診
を

多
治

見
市

医
師

会
及

び
歯

科
医

師
会

の
個

別
健

診
に

変
更

す
る

こ
と

に
伴

う
委

託
料

等
の

増
額

　
　

2
,8

3
3
千

円

②
　

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

の
影

響
に

よ
り

保
健

セ
ン

タ
ー

来
所

や
電

話
相

談
に

代
わ

り
、

タ
ブ

レ
ッ

ト
端

末
（
２
台

）
を

活
用

し
た

妊
産

婦
・
乳

幼
児

向
け

の
個

別
相

談
、

健
康

教
育

実
施

に
伴

う
備

品
購

入
費

等
の

追
加

　
　

3
0
8
千

円

※
　

タ
ブ

レ
ッ

ト
端

末
を

使
い

テ
レ

ビ
通

話
や

動
画

配
信

等
を

行
う

3
,1

4
1

3
,1

4
1

8
衛

　
生

　
費

生
活

習
慣

病
予

防
推

進
事

業
費

寄
附

金
を

活
用

し
た

眼
科

検
診

啓
発

物
品

購
入

に
伴

う
需

用
費

の
増

額
1
0
0

1
0
0

9
商

　
工

　
費

緊
急

経
済

対
策

関
係

費

①
　

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

の
影

響
に

よ
る

事
業

者
の

解
雇

等
防

止
を

目
的

と
し

た
雇

用
調

整
助

成
金

の
上

乗
せ

に
伴

う
補

助
金

の
増

額
　

　
3
7
,0

0
0
千

円
※

　
国

の
助

成
金

（
休

業
手

当
の

9
0
％

、
9
4
％

相
当

）
と

は
別

に
休

業
手

当
の

６
％

相
当

額
を

補
助

※
　

市
の

補
助

金
支

出
に

つ
い

て
、

1
/
2
県

補
助

金
あ

り
（
３
％

分
）
。

市
補

助
上

限
額

1
0
0
万

円
／

事
業

者

②
　

寄
附

金
を

活
用

し
た

市
内

飲
食

店
支

援
に

係
る

2
0
0
円

O
F
F
大

作
戦

事
業

に
伴

う
委

託
料

の
増

額
　

　
2
5
0
千

円
※

　
５
月

補
正

予
算

（
補

正
第

２
号

）
の

上
積

み

③
　

T
A

JI
M

E
A

L
G

O
を

活
用

し
た

販
売

促
進

誘
客

拡
充

事
業

に
係

る
シ

ス
テ

ム
構

築
に

伴
う
委

託
料

の
増

額
　

　
5
,0

0
0
千

円

④
　

美
濃

焼
販

売
促

進
を

目
的

と
し

た
市

内
小

売
店

で
の

美
濃

焼
等

購
入

費
支

援
「
美

濃
焼

G
O

」
及

び
通

販
サ

イ
ト
構

築
等

に
伴

う
委

託
料

の
増

額
　

　
2
4
,8

5
4
千

円
※

　
店

舗
で

1
,0

0
0
円

以
上

購
入

し
た

場
合

、
最

大
4
0
％

（
1
,2

0
0
円

）
を

支
援

。
1
,0

0
0
円

以
上

で
4
0
0
円

、
2
,0

0
0
円

以
上

で
8
0
0
円

、
3
,0

0
0
円

以
上

で
1
,2

0
0
円

（
上

限
）
を

支
援

⑤
　

た
じ

み
ビ

ジ
ネ

ス
プ

ラ
ン

コ
ン

テ
ス

ト
に

よ
る

創
業

者
へ

の
緊

急
支

援
補

助
制

度
創

設
に

伴
う
補

助
金

の
増

額
　

　
1
0
,0

0
0
千

円
※

　
5
0
万

円
×

1
0
件

　
1
0
0
万

円
×

５
件

7
7
,1

0
4

7
6
,8

5
4

2
5
0

1
0

消
　

防
　

費
消

防
本

部
資

機
材

等
整

備
費

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

対
策

と
し

て
の

消
火

活
動

用
等

に
係

る
空

気
呼

吸
器

用
面

体
配

備
（
８
１
個

配
備

）
に

伴
う
需

用
費

の
追

加
2
,3

6
2

2
,3

6
2

補
正

額
財

　
　

　
源

　
　

　
内

　
　

　
訳

款
事

業
名

事
　

　
　

業
　

　
　

内
　

　
　

容
番

号



9 

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

1
1

消
　

防
　

費
災

害
対

策
用

資
機

材
等

関
係

費

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

対
策

と
し

て
の

避
難

所
用

プ
ラ

イ
ベ

ー
ト
テ

ン
ト
、

非
接

触
型

体
温

計
等

配
備

に
伴

う
備

品
購

入
費

等
の

追
加

※
　

全
1
3
小

学
校

、
総

合
福

祉
セ

ン
タ

ー
及

び
笠

原
消

防
署

に
配

置
予

定
※

　
県

補
助

金
（
避

難
所

生
活

環
境

確
保

事
業

　
1
/
2
補

助
）
　

2
,1

5
8
千

円

4
,1

8
8

3
,8

1
6

3
7
2

1
2

教
　

育
　

費
事

務
局

一
般

管
理

費
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
対

策
と

し
て

の
児

童
生

徒
用

の
ア

ル
コ

ー
ル

消
毒

液
購

入
に

伴
う
需

用
費

の
増

額
4
,9

5
0

4
,9

5
0

1
3

教
　

育
　

費
ひ

と
り

親
・
要

保
護

・
準

要
保

護
世

帯
の

子
へ

図
書

カ
ー

ド
１
万

円
支

給
費

児
童

扶
養

手
当

受
給

者
、

要
保

護
及

び
準

要
保

護
世

帯
の

子
に

対
し

、
学

習
を

支
援

す
る

た
め

の
図

書
カ

ー
ド

（
１
万

円
）
支

給
に

伴
う
需

用
費

等
の

追
加

※
　

対
象

者
1
,5

0
0
人

と
想

定

1
5
,6

0
0

1
5
,6

0
0

1
4

教
　

育
　

費
G

IG
A

ス
ク

ー
ル

活
用

推
進

事
業

費
児

童
生

徒
用

の
学

習
端

末
整

備
に

よ
る

活
用

方
法

や
教

材
研

究
等

の
検

討
及

び
推

進
に

伴
う
報

償
費

等
の

追
加

1
0
8

1
0
8

1
5

教
　

育
　

費
小

学
校

ＩＣ
Ｔ

整
備

事
業

費

地
方

創
生

推
進

交
付

金
を

活
用

し
た

可
動

式
大

型
提

示
装

置
等

整
備

（
全

小
学

校
の

普
通

教
室

に
1
8
3
台

配
備

）
に

伴
う
備

品
購

入
費

等
の

増
額

※
　

6
5
イ

ン
チ

の
可

動
式

3
5
,2

1
7

3
8
,3

3
4

△
 3

,1
1
7

1
6

教
　

育
　

費
小

学
校

施
設

改
良

事
業

費
寄

附
金

を
活

用
し

た
北

栄
小

学
校

の
遊

具
設

置
に

伴
う
工

事
請

負
費

の
増

額
1
,4

9
6

1
,4

9
6

1
7

教
　

育
　

費
小

学
校

Ｇ
ＩＧ

Ａ
ス

ク
ー

ル
構

想
推

進
事

業
費

①
　

滝
呂

小
学

校
、

池
田

小
学

校
を

除
く
１
１
小

学
校

に
お

け
る

無
線

L
A

N
構

築
に

伴
う
工

事
請

負
費

の
追

加

※
　

滝
呂

小
学

校
、

池
田

小
学

校
は

、
既

に
L
A

N
整

備
済

み
（
総

務
省

補
助

金
活

用
）

②
　

全
1
3
小

学
校

に
お

け
る

児
童

用
学

習
端

末
（
４
～

６
年

生
向

け
）
配

備
に

伴
う

委
託

料
の

追
加

※
　

学
習

端
末

2
,8

1
7
台

整
備

　
　

補
助

率
：
全

児
童

数
の

2
/
3
、

4
5
,0

0
0
円

/
台

※
　

低
学

年
向

け
の

学
習

端
末

は
、

令
和

３
年

度
以

降
に

順
次

整
備

予
定

6
1
2
,3

7
7

2
2
3
,2

3
4

5
2
,6

0
0

3
3
6
,5

4
3

補
正

額
財

　
　

　
源

　
　

　
内

　
　

　
訳

款
事

業
名

事
　

　
　

業
　

　
　

内
　

　
　

容
番

号
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国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

1
8

教
　

育
　

費
中

学
校

ＩＣ
Ｔ

整
備

事
業

費

地
方

創
生

推
進

交
付

金
を

活
用

し
た

可
動

式
大

型
提

示
装

置
等

整
備

（
全

中
学

校
の

普
通

教
室

に
9
2
台

配
備

）
に

伴
う
備

品
購

入
費

等
の

増
額

※
　

6
5
イ

ン
チ

の
可

動
式

2
3
,7

8
2

1
9
,4

1
6

4
,3

6
6

1
9

教
　

育
　

費
中

学
校

Ｇ
ＩＧ

Ａ
ス

ク
ー

ル
構

想
推

進
事

業
費

①
　

陶
都

中
学

校
、

多
治

見
中

学
校

を
除

く
６
中

学
校

に
お

け
る

無
線

L
A

N
構

築
に

伴
う
工

事
請

負
費

等
の

追
加

※
　

陶
都

中
学

校
、

多
治

見
中

学
校

は
、

既
に

L
A

N
整

備
済

み
（
総

務
省

補
助

金
活

用
）

②
　

全
８
中

学
校

（
全

学
年

向
け

）
に

お
け

る
生

徒
用

学
習

端
末

配
備

に
伴

う
委

託
料

の
追

加

※
　

学
習

端
末

2
,6

4
8
台

整
備

　
　

補
助

率
：
全

生
徒

数
の

2
/
3
、

4
5
,0

0
0
円

/
台

4
0
9
,7

7
8

1
0
7
,2

7
7

2
4
,7

0
0

2
7
7
,8

0
1

2
0

教
　

育
　

費
幼

稚
園

管
理

費
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
対

策
と

し
て

の
公

立
幼

稚
園

の
健

康
診

断
実

施
に

係
る

消
耗

品
（
プ

ラ
ス

チ
ッ

ク
手

袋
、

デ
ィ

ス
ポ

歯
鏡

等
）
購

入
に

伴
う
需

用
費

の
増

額
7
4

7
4

2
1

教
　

育
　

費
図

書
館

施
設

整
備

費

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

対
策

と
し

て
書

籍
消

毒
機

の
配

備
（
４
台

）
に

伴
う
備

品
購

入
費

の
追

加

※
　

図
書

館
本

館
２
台

、
笠

原
分

館
１
台

、
子

ど
も

情
報

セ
ン

タ
ー

１
台

配
備

※
　

一
度

に
６
冊

を
紫

外
線

に
よ

り
殺

菌
（
3
0
秒

間
）

3
,9

1
6

3
,9

1
6

2
2

教
　

育
　

費
小

学
校

健
康

検
診

費
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
対

策
と

し
て

の
小

学
校

の
健

康
診

断
実

施
に

係
る

消
耗

品
（
プ

ラ
ス

チ
ッ

ク
手

袋
、

デ
ィ

ス
ポ

歯
鏡

等
）
購

入
に

伴
う
需

用
費

の
増

額
1
,0

0
6

1
,0

0
6

2
3

教
　

育
　

費
中

学
校

健
康

検
診

費
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
対

策
と

し
て

の
中

学
校

の
健

康
診

断
実

施
に

係
る

消
耗

品
（
プ

ラ
ス

チ
ッ

ク
手

袋
、

デ
ィ

ス
ポ

歯
鏡

等
）
購

入
に

伴
う
需

用
費

の
増

額
4
2
3

4
2
3

補
正

額
財

　
　

　
源

　
　

　
内

　
　

　
訳

款
事

業
名

事
　

　
　

業
　

　
　

内
　

　
　

容
番

号
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国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

2
4

教
　

育
　

費
学

校
給

食
管

理
運

営
費

①
　

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

の
影

響
に

よ
り

授
業

日
と

な
っ

た
夏

季
休

業
期

間
中

の
特

別
給

食
提

供
（
公

費
に

よ
る

学
校

給
食

の
無

償
化

）
に

伴
う
負

担
金

の
追

加
　

　
6
9
,0

0
0
千

円

※
　

3
,0

0
0
千

円
（
通

常
2
,5

0
0
千

円
の

と
こ

ろ
２
割

増
）
 ×

 2
3
日

（
開

校
日

数
）
 ＝

6
9
,0

0
0
千

円
※

　
学

校
給

食
会

計
に

負
担

金
支

出
※

　
現

給
食

代
：
小

学
生

2
7
0
円

／
日

、
中

学
生

3
1
0
円

／
日

　
小

中
学

校
に

約
9
,0

0
0
食

提
供

／
日

②
　

夏
季

期
間

に
お

け
る

学
校

給
食

提
供

環
境

の
改

善
（
ス

ポ
ッ

ト
ク

ー
ラ

ー
配

備
、

ア
イ

ス
ベ

ス
ト
等

被
服

貸
与

）
に

伴
う
備

品
購

入
費

等
の

増
額

　
　

2
,5

7
2
千

円

※
　

調
理

場
及

び
配

膳
室

に
ス

ポ
ッ

ト
ク

ー
ラ

ー
を

計
2
0
台

配
置

7
1
,5

7
2

7
1
,5

7
2

1
,2

8
5
,8

2
2

5
8
3
,5

2
0

7
7
,3

0
0

7
,5

0
2

6
1
7
,5

0
0

補
正

額
財

　
　

　
源

　
　

　
内

　
　

　
訳

合
　

　
　

　
　

計
　

（
補

正
額

総
額

）

款
事

業
名

事
　

　
　

業
　

　
　

内
　

　
　

容
番

号
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令
和

２
年

度
　

　
　

一
 般

 会
 計

 税
 等

 内
 訳

 一
 覧

 表
  

  
  

  
　

（ 
補

 正
 第

 ３
 号

 ）

金
額

１
市

税

２
地

方
譲

与
税

自
動

車
重

量
譲

与
税

地
方

揮
発

油
譲

与
税

３
利

子
割

交
付

金

４
配

当
割

交
付

金

５
株

式
等

譲
渡

所
得

割
交

付
金

６
法

人
事

業
税

交
付

金

７
地

方
消

費
税

交
付

金

８
ゴ

ル
フ

場
利

用
税

交
付

金

９
環

境
性

能
割

交
付

金

10
国

有
提

供
施

設
等

所
在

市
町

村
助

成
交

付
金

11
地

方
特

例
交

付
金

12
地

方
交

付
税

普
通

交
付

税

特
別

交
付

税

13
交

通
安

全
対

策
特

別
交

付
金

20
繰

入
金

財
政

調
整

基
金

繰
入

金
61

4,
34

4

（
う

ち
災

害
留

保
分

）

特
別

会
計

繰
入

金

21
繰

越
金

3,
15

6

22
諸

収
入

市
預

金
利

子

23
市

債
臨

時
財

政
対

策
債

 
そ

の
他

一
般

財
源

61
7,

50
0

（
単

位
：
千

円
）

内
容

合
計
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1
5

.0
 

1
2

.9
 

14
.0

 
1

5
.0

 
1

5
.0

 
15

.0
 

15
.0

 
15

.0
 

7.
0 

9.
0 

8
.6

 
8.

4 
6.

4 
6

.4
 

4
7

.2
49

.3
49

.6

42
.8

45
.4

4
4

.5

49
.6

51
.8

46
.9

51
.5

34
.4

3
4

.1
3

1
.5

2
5

.3

0
.0

1
0

.0

20
.0

3
0

.0

40
.0

5
0

.0

60
.0

H
2

2
H

2
3

H
2

4
H

2
5

H
2

6
H

2
7

H
2

8
H

2
9

H
3

0
R
元

R
2当
初

R
2 

4/
1
専
決

R
2 

5
月
補
正

R
2 

6月
補
正

財
政
調
整
基
金
残
高
推
移

災
害
留
保
分

可
処
分
等

億
円

災
害
留
保
分

基
金
総
額

※
 
令
和
２
年
度
当
初
以
降
の
金
額
に
つ
い
て
は
、
令
和
元
年
度
決
算
剰
余
金
に
よ
る
積
立
分
は
含
ん
で
い
ま
せ
ん
。
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国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

補
正

前
令

和
３
年

度
か

ら
令

和
６
年

度
ま

で
9
3
,4

9
6

補
正

後
令

和
３
年

度
か

ら
令

和
６
年

度
ま

で
4
,1

6
1

9
3
,4

9
6

補
正

前
令

和
３
年

度
か

ら
令

和
６
年

度
ま

で
1
7
1
,4

2
9

補
正

後
令

和
３
年

度
か

ら
令

和
６
年

度
ま

で
1
0
,6

3
2

1
7
1
,4

2
9

項
目

事
　

　
　

　
　

業
　

　
　

　
　

名
期

　
　

　
　

　
　

　
　

間
限

　
　

度
　

　
額

番 号

令
  

和
  

２
  

年
  

度
　

　
　

一
　

般
　

会
　

計
　

予
　

算
　

（
　

補
　

正
　

第
　

３
　

号
　

）
　

の
　

主
　

要
　

内
　

容

財
源

内
訳

（
単

位
：
千

円
）

（
債

務
負

担
行

為
）

債
務

負
担

行
為

の
変

　
　

更

1
滝

呂
小

学
校

調
理

場
調

理
洗

浄
業

務
委

託

9
3
,4

9
6

9
7
,6

5
7

1
8
2
,0

6
1

2
昭

和
小

学
校

近
接

校
対

応
調

理
場

調
理

洗
浄

業
務

委
託

1
7
1
,4

2
9
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 財
政
判
断
指
数
の
見
込
み

償
還
可
能
年
数

経
費
硬
直
率

財
政
調
整
基
金

経
常
収
支
比
率

実
態
収
支

（
年
）

（
％
）

充
足
率
（
％
）

（
％
）

（
千
円
）

財
政
判
断
指
数

(
補
正
第
３
号
）

6.
2

72
.4

11
.7

87
.7

△
 1
,
82
0
,0
0
0

財
政
判
断
指
数

(
補
正
第
２
号
）

6.
1

72
.4

14
.7

87
.7

△
 1
,
27
0
,0
0
0

財
政
判
断
指
数

(
補
正
第
１
号
）

6.
1

72
.4

15
.0

87
.7

△
 1
,
03
0
,0
0
0

財
政
判
断
指
数

(
当
初
予
算
）

6.
1

72
.4

15
.0

87
.7

△
 1
,
01
0
,0
0
0

財
政
判
断
指
数
(
基
準
値
)

10
.0

75
.0

5.
0

91
.0

－

財
政
判
断
指
数
(
目
標
値
)

8.
0

72
.0

9.
0

88
.0

－

財
政
判
断
指
標
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報第７号 令和元年度多治見市一般会計継続費繰越計算書の報告について 

報第８号 令和元年度多治見市一般会計繰越明許費繰越計算書の報告について 

報第９号 令和元年度多治見市一般会計事故繰越し繰越計算書の報告について 

報第10号 令和元年度多治見市介護保険事業特別会計継続費繰越計算書の報告について 

報第11号 令和元年度多治見市水道事業会計継続費繰越計算書の報告について 

報第12号 令和元年度多治見市下水道事業会計予算繰越計算書の報告について
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（
単

位
：
円

）

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他

2
2

1
0

2

1
0

8

5
,7

9
4
,8

3
4
,0

0
0

2
,3

8
9
,3

3
3
,0

0
0

8
8
0

2
,3

8
9
,3

3
3
,8

8
0

9
8
8
,9

4
2
,7

5
2

1
,4

0
0
,3

9
1
,1

2
8

1
,4

0
0
,3

9
1
,1

2
8

2
3
2
,2

2
7
,1

2
8

1
8
2
,4

6
4
,0

0
0

9
8
5
,7

0
0
,0

0
0

合
計

1
,2

7
8
,3

1
2
,4

4
8

1
,2

7
8
,3

1
2
,4

4
8

2
0
3
,2

2
8
,4

4
8

1
2
2
,0

7
7
,0

0
0

2
8
,9

9
7
,0

0
0

9
3
,0

8
0
,0

0
0

教 育 費

学 校 給 食 費

8
9
,3

8
4
,0

0
0

9
8
5
,7

0
0
,0

0
0

教 育 費

小 学 校 費

（
仮

称
）
食

育
セ

ン
タ

ー
建

設
事

業
2
,6

8
0
,9

2
6
,0

0
0

1
,3

4
2
,7

4
5
,0

0
0

1
,3

4
2
,7

4
5
,0

0
0

6
4
,4

3
2
,5

5
2

1
2
2
,0

7
7
,0

0
0

総 務 費

徴 税 費

小
泉

小
学

校
建

替
事

業
（
補

助
対

象
経

費
分

）
3
,0

6
6
,8

2
0
,0

0
0

1
,0

3
5
,1

7
7
,0

0
0

1
,0

3
5
,1

7
7
,0

0
0

9
1
3
,1

0
0
,0

0
0

1
,6

8
0

1
,6

8
0

1
,6

8
0

土
地

評
価

資
料

更
新

業
務

4
7
,0

8
8
,0

0
0

1
1
,4

1
1
,0

0
0

8
8
0

1
1
,4

1
1
,8

8
0

1
1
,4

1
0
,2

0
0

予
算

計
上

額
前

年
度

逓
次

繰
越

額
計

繰
越

金

特
定

財
源

令
和

元
年

度
多

治
見

市
一

般
会

計
継

続
費

繰
越

計
算

書

款
項

事
業

名
継

続
費

の
総

額

令
和

元
年

度
継

続
費

予
算

現
額

支
出

済
額

及
び

支
出

見
込

額
残

額
翌

年
度

逓
次

繰
越

額

左
の

財
源

内
訳
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（
単

位
：
円

）

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他

1
4
,3

4
9
,0

0
0

8
土

木
費

3
河

川
費

浸
水

対
策

事
業

費
（

平
和

町
８

丁
目

地
内

旧
河

川
廃

川
工

事
）

2
3
,2

4
9
,0

0
0

1
4
,3

4
9
,0

0
0

1
8
,0

6
7
,0

5
0

1
4
,3

0
0
,0

0
0

6
,2

3
2
,9

5
0

8
土

木
費

2
道

路
橋

り
ょ

う
費

大
薮

町
交

差
点

改
良

事
業

（
ラ

ウ
ン

ド
ア

バ
ウ

ト
）
費

5
0
,0

0
0
,0

0
0

3
8
,6

0
0
,0

0
0

4
,0

0
0
,0

0
0

1
0
,0

0
0
,0

0
0

2
道

路
橋

り
ょ

う
費

自
歩

道
分

離
整

備
改

良
事

業
費

（
養

正
地

区
自

歩
道

整
備

工
事

）

8
土

木
費

2
道

路
橋

り
ょ

う
費

バ
リ

ア
フ

リ
ー

化
改

良
事

業
費

（
精

華
地

区
バ

リ
ア

フ
リ

ー
工

事
）

4
,0

0
0
,0

0
0

1
0
,0

0
0
,0

0
0

1
0
,0

0
0
,0

0
0

4
,0

0
0
,0

0
0

8
土

木
費

道
路

改
良

事
業

費
（

単
独

）
（

小
泉

小
学

校
北

歩
道

整
備

工
事

等
）

6
8
,0

2
8
,0

0
0

4
1
,5

8
9
,2

0
0

8
土

木
費

2
道

路
橋

り
ょ

う
費

4
1
,5

8
9
,2

0
0

2
,0

0
0
,0

0
0

2
,0

0
0
,0

0
0

2
,0

0
0
,0

0
0

6
農

林
水

産
業

費
2

林
業

費
林

業
施

設
整

備
費

（
大

沢
林

道
施

設
整

備
工

事
）

2
,5

3
0
,0

0
0

6
農

林
水

産
業

費
2

林
業

費
保

健
保

安
林

整
備

費
（

潮
見

公
園

施
設

整
備

工
事

）
3
0
,3

9
7
,0

0
0

2
,5

3
0
,0

0
0

3
6
9
,1

0
5
,0

0
0

6
農

林
水

産
業

費
1

農
業

費
畜

産
振

興
事

務
費

（
畜

産
・

酪
農

収
益

力
強

化
施

設
等

対
策

事
業

補
助

金
）

3
6
9
,1

0
5
,0

0
0

3
6
9
,1

0
5
,0

0
0

2
5
,0

4
9
,0

0
0

2
0
,0

3
9
,2

0
0

5
,0

0
9
,8

0
0

民
生

費
1

社
会

福
祉

費
プ

レ
ミ

ア
ム

付
商

品
券

発
行

事
業

費
（

商
品

券
換

金
事

務
）

4
5
,0

0
0
,0

0
0

2
総

務
費

1
総

務
管

理
費

普
通

財
産

管
理

費
（

係
争

事
件

に
係

る
弁

護
士

費
用

）
1
,0

1
7
,2

0
0

1
,2

3
0
,0

0
0

1
,0

1
7
,2

0
0

3

令
和

元
年

度
多

治
見

市
一

般
会

計
繰

越
明

許
費

繰
越

計
算

書

款
項

事
業

名
金

額
翌

年
度

繰
越

額

左
の

財
源

内
訳

既
収

入
特

定
財

源

未
収

入
特

定
財

源

一
般

財
源
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国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他

中
学

校
費

中
学

校
空

調
機

整
備

事
業

費
（

平
和

中
、

南
ケ

丘
中

、
南

姫
中

学
校

管
理

関
係

室
空

調
機

更
新

工
事

）

1
2
,9

8
9
,0

0
0

1
2
,9

8
9
,0

0
0

教
育

費
2

小
学

校
費

小
学

校
G

IG
A

ス
ク

ー
ル

構
想

推
進

事
業

費
（

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

整
備

工
事

設
計

業
務

）

3
6
,3

5
8
,0

0
0

1
0

教
育

費
3

中
学

校
費

中
学

校
G

IG
A

ス
ク

ー
ル

構
想

推
進

事
業
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議第75号 多治見市農業委員会委員の任命について(農業委員会事務局) 

 宮嶋 豊城（みやじま とよしろ）委員、長谷川 博（はせがわ ひろし）委員、林 則

武（はやし のりたけ）委員、日比野 敏夫（ひびの としお）委員、東 一二美（あずま 

ひふみ）委員、江﨑 勇（えさき いさむ）委員、小川 松鶴（おがわ しょうかく）委

員、日比野 芳孝（ひびの よしたか）委員、若尾 茂（わかお しげる）委員、砂田 豊

（すなだ ゆたか）委員、宮嶋 由郎（みやじま よしろう）委員、坂崎 寛治（さかざき 

かんじ）委員、伊藤 明石（いとう あかし）委員、奥村 和彦（おくむら かずひこ）委

員、奥村 優子（おくむら ゆうこ）委員及び坂﨑 一良（さかざき いちろう）委員が令

和２年７月19日に任期満了となるため、日比野 敏夫（ひびの としお）氏、若尾 茂（わ

かお しげる）氏、坂崎 寛治（さかざき かんじ）氏、伊藤 明石（いとう あかし）及

び東 一二美（あずま ひふみ）氏を引き続き、梶田 達行（かじた たつゆき）氏、玉木 

芳幸（たまき よしゆき）氏、長江 あさみ（ながえ あさみ）氏、加納 洋一（かのう 

よういち）氏、市原 勝美（いちはら かつみ）氏、山内 晃三（やまうち こうぞう）

氏、河地 友次（かわち ともつぐ）氏、久野 孝好（くの たかよし）氏、富田 良一

（とみだ りょういち）氏、若尾 武彦（わかお たけひこ）氏、鈴木 隆（すずき たか

し）及び右髙 一朋（みぎたか かずとも）氏を新たに多治見市農業委員会委員に任命す

る。 

【参考】 

委員数：17人 

所掌事務：  

農業委員会等に関する法律  

（所掌事務） 

第六条 農業委員会は、その区域内の次に掲げる事項を処理する。 

一 農地法その他の法令によりその権限に属させられた農地等の利用関係の調整に

関する事項並びに農業経営基盤強化促進法（昭和五十五年法律第六十五号）、特

定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進に関する法律

（平成五年法律第七十二号）、農山漁村の活性化のための定住等及び地域間交流

の促進に関する法律（平成十九年法律第四十八号）及び農林漁業の健全な発展と

調和のとれた再生可能エネルギー電気の発電の促進に関する法律（平成二十五年

法律第八十一号）によりその権限に属させられた事項 

二 土地改良法（昭和二十四年法律第百九十五号）その他の法令によりその権限に

属させられた農地等の交換分合及びこれに付随する事項 

三 前二号に掲げるもののほか、法令によりその権限に属させられた事項 

２ 農業委員会は、前項各号に掲げる事項を処理するほか、その区域内の農地等の利

用の最適化の推進（農地等として利用すべき土地の農業上の利用の確保並びに農業

経営の規模の拡大、耕作の事業に供される農地等の集団化、農業への新たに農業経

営を営もうとする者の参入の促進等による農地等の利用の効率化及び高度化の促進

をいう。以下同じ。）に関する事項に関する事務を行う。 

３ 農業委員会は、その区域内の次に掲げる事項に関する事務を行うことができる。 
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一 法人化その他農業経営の合理化に関する事項 

二 農業一般に関する調査及び情報の提供 

４ 前二項の規定は、第二項に規定する農地等の利用の最適化の推進に関する事項及

び前項各号に掲げる事項に関する市町村長その他の市町村の執行機関の法令（条例

を含む。）の規定に基づく権限の行使を妨げない。 

 

 


